
 

 
 

2025 年 10 月 31 日 

各 位 
 

会 社 名 株式会社村田製作所 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 中 島  規 巨   

 (コード 6981：東証プライム) 

問 合 せ 先 広報部長       今里 英一郎 

 (TEL. 075-955-6786) 

 

当社のマイクロ一次電池事業の会社分割（簡易吸収分割）による当社完全子会社への承継、

当該当社完全子会社株式の譲渡（子会社の異動）に関するお知らせ 

 

当社は、2025年6月16日付で開示した「マイクロ一次電池事業の譲渡合意に関するお知らせ」におい

て、当社及び当社の完全子会社である株式会社東北村田製作所（以下「東北村田製作所」）が営むマイク

ロ一次電池※事業（以下「当事業」）について、マクセル株式会社（以下「マクセル」）との間で株式譲

渡（以下「本株式譲渡」）契約を締結した旨を公表いたしました。 

そして本日開催の当社取締役会において、本株式譲渡に向け、新たに当社の完全子会社（以下「新会

社」）を設立して当事業を承継させる吸収分割（以下「本吸収分割」）を行うことを決議いたしましたの

でお知らせいたします。 

なお、当事業については、本吸収分割により新会社に承継させた上で、新会社の全株式をマクセルへ譲

渡いたします。 

また、本吸収分割は、新設する当社の完全子会社を分割承継会社とする簡易吸収分割であるため、開示事

項・内容を一部省略して開示しています。 

※マイクロ一次電池：コイン形二酸化マンガンリチウム電池、酸化銀電池及びアルカリボタン電池 

 

記 

１． 目的 

 当社は、2017年にソニー株式会社より当事業を含む電池事業を譲受し、事業を展開してまいりまし

たが、このたび、当事業の発展にあたってベストオーナーであるマクセルへの事業承継が最善である

と判断し、事業の譲渡を決定いたしました。 

今後、当社及び東北村田製作所は、円筒形リチウムイオン二次電池事業に経営資源を配分し注力し

ていくことで、パワーツール市場及びESS（Energy Storage System）市場を主軸として競争優位性を

高め、さらなる事業の拡大を目指してまいります。 

 

２．会社分割の概要 

（1） 会社分割の要旨 

① 会社分割の日程 

吸収分割契約承認の取締役会決議日 2025年10月31日 

吸収分割契約締結日 2025年10月31日 

吸収分割効力発生日（予定） 2026年3月1日 

※本吸収分割は、当社（分割会社）においては、会社法第 784 条第 2項に規定する簡易吸収分割

に該当するため、当社の株主総会の承認を経ずに行う予定です。 



 

② 会社分割の方式 

当社及び東北村田製作所を分割会社とし、新会社を承継会社とする吸収分割です。 

 

③ 会社分割に係る割当ての内容 

本吸収分割に際して、株式その他の金銭等の割当て及び交付はありません。 

 

④ 本吸収分割に係る新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

⑤ 会社分割により増減する資本金 

本吸収分割による当社の資本金の増減はありません。 

 

⑥ 承継会社が承継する権利義務 

新会社は、本吸収分割の効力発行日において、別途吸収分割契約に定める当社および東北村田

製作所が営むマイクロ一次電池事業に関する資産、負債、契約上の地位及び権利義務等を承継い

たします。 

 

⑦ 債務履行の見込み 

本吸収分割の効力発行日以降において、新会社が負担すべき債務について、履行の見込みに問

題はないと判断しております。 



 

（2） 本吸収分割の当事会社の概要 

 吸収分割会社 

(2025年3月31日現在) 

吸収分割会社 

(2025年3月31日現在) 

吸収分割承継会社 

(2025年7月8日現在) 

名称 株式会社村田製作所 株式会社東北村田製作所 株式会社サクラ 

所在地 京都府長岡京市東神足1丁

目10番1号 

福島県郡山市日和田町高倉

字下杉下1番地の1 

福島県郡山市日和田町高倉

字下杉下1番地の1 

代表者の役職・

氏名 

代表取締役社長  

中島 規巨 

代表取締役社長 

有東 哲郎 

代表取締役社長 

利根川 謙 

事業内容 ファンクショナルセラミ

ックスをベースとした電

子デバイスの研究開発・

生産・販売 

一次電池、二次電池等の

開発・設計・製造 

一次電池の設計・製造 

資本金 69,444百万円 300百万円 10百万円 

設立年月日 1950年12月23日 2017年9月1日 2025年7月8日 

発行済株式数  1,963,001,843株 2株 1株 

決算期 3月 3月 3月 

大株主及び持株

比率 

日本マスタートラ

スト信託銀行株式

会社（信託口） 

 

株式会社日本カス

トディ銀行（信託

口） 

 

STATE STREET BANK 

AND TRUST COMPANY 

505001 

 

日本生命保険相互

会社 

 

株式会社京都銀行 

 

 

16.9% 

 

 

 

7.1% 

 

 

 

2.9% 

 

 

2.7% 

 

2.5% 

株式会社村田製作所 100% 株式会社村田製作所 100% 

吸収分割会社の2025年3月期の財政状態及び経営成績 

連結純資産 2,579,975百万円 

連結総資産 3,028,194百万円 

1 株当たり連結純資産 1,385.77円 

連結売上高 1,743,352百万円 

連結営業利益 279,702百万円 

連結経常利益 304,404百万円 

親会社株主に帰属する当期純利益 233,818百万円 

1 株当たり連結当期純利益 125.08円 

※当社は、国際会計基準に準拠して連結財務諸表を作成しており、連結純資産、1株当たり連結純資産、

連結経常利益はそれぞれ資本合計、1株当たり親会社所有者帰属持分、税引前利益を記載しておりま

す。 



 

（3） 分割する事業部門の概要 

① 分割する部門の事業内容 

   マイクロ一次電池事業における設計及び製造 

 

② 分割する部門の経営成績（2025 年 3 月期） 

単位：百万円 

 マイクロ一次電池 

事業（a） 

連結実績（b） 比率（a/b） 

売上高 12,691 1,743,352 0.7% 

 

③ 分割する資産、負債の項目及び帳簿価格（2024年12月31日） 

単位：百万円 

資産 負債 

項目 金額 項目 金額 

流動資産 1,937 流動負債 0 

固定資産 533 固定負債 371 

資産合計 2,471 負債合計 371 

※上記金額は2024年12月31日時点の貸借対照表をもとに算出したものであり、実際に分割する資

産・負債の金額は上記金額に効力発生日までの間に生じた増減を加除した金額となります。 

 

（4） 本吸収分割後の状況 

本吸収分割に伴う当社の商号、本店所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期については変

更ございません。また、当社は本株式譲渡の実行日をもって、新会社の全株式をマクセルに譲渡す

る予定です。詳細は「３．株式譲渡の概要」に記載の通りです。 

 

３．株式譲渡の概要 

（1） 異動の理由 

前記「１．目的」に記載の通りです。 

 

（2） 異動の方法 

当社は、マイクロ一次電池事業を新会社に吸収分割により承継させた後に、当社の保有する新会

社の株式全てをマクセルに譲渡します。 

 

（3） 異動する子会社の概要 

前記「２．（２）会社分割当事会社の概要」の「吸収分割承継会社」の欄に記載の通りです。 



 

（4） 株式譲渡の相手先の概要（2025 年 3 月 31 日現在） 

名称 マクセル株式会社 

所在地 京都府乙訓郡大山崎町大山崎小泉１ 

代表者の役職・氏名 取締役社長 中村 啓次 

事業内容 電池、機能性部材料、光学部品、デバイス、電気機械器具の

製造・販売 

資本金 12,203百万円 

設立年月日 1960年9月3日 

連結純資産 94,171百万円 

連結総資産 164,514百万円 

大株主及び持株比率 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 14.95% 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 9.02
% 

株式会社日本カストディ銀行 7.77
% 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505227 7.05% 

TAIYO FUND, L.P. 6.13% 

当社と当該会社の関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当該会社の製品を当社が購入して

いることによる取引関係がありま

す。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

（5） 譲渡株式数、譲渡金額及び譲渡前後の所有株式の状況 

異動前の所有株式 1株 

譲渡株式数 1株 

譲渡金額 80億円 

異動後の所有株式数 0株 

※譲渡金額については、現時点において算定している基準額を記載しております。 

 

（6） 株式譲渡の日程 

取締役会決議日 2025年6月16日 

株式譲渡契約日 2025年6月16日 

株式譲渡実行日（予定） 2026年3月1日 

 

４．今後の見通し 

本吸収分割及び本株式譲渡が当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以上 


